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処分場は子孫への時限爆弾　　　　　　　　　2014年４月12日　熊本一規　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．日本の汚染規制は汚染循環と逃げ道だらけ
(1) 汚染循環型社会
  ・公害対策は法律（排出基準）と公害防止施設（電気集塵機・バグフィルター、汚水処理施設）
　　しかし、公害防止施設は、大気汚染・水質汚濁を廃棄物に変えるだけ。
　・廃棄物処理法は、廃棄物処理施設をつくって環境保全を図るという趣旨の法律。

しかし、実際には廃棄物処理施設が汚染源になっている。

鳥取県環境管理事業センターの主張
①埋立基準の遵守

センターが事前審査段階、受付段階、埋立段階の三段階でチェックし、国の基準に

合致したものしか埋め立てない。

　  ②埋立地の中に汚水を溜めない

汚水は集水管を設置して速やかに排水させる。埋立地の中に汚水が滞水しなければ、汚水が漏れることはない。

　  ③三重の遮水構造の採用と電気漏洩検知システムの導入

　　　二重の遮水シートの間にベントナイト混合土（50cm）を挟みこむ三重の遮水構造。
      電気漏洩検知システムで漏水を検知する。
　　④埋立作業等の安全管理の徹底
シート破損事故が起きやすいのは、工事中と廃棄物埋立作業の初期段階。埋立作業

には必ず別の作業員が立ち会い、慎重に作業を行なう。
鳥取県環境管理事業センターの主張への批判
○有害物質の混入は避けられない(①)

　・目視検査、展開検査、抜取り検査＋溶出試験（ＰＨ5.8～6.3）
・重金属は溶液が酸性になればなるほど溶けやすくなる。ＰＨ4.3の酸性雨。 
○管理型処分場は汚染を循環させたあげくに垂れ流し。
　　・汚濁物質は汚水処理施設で汚泥に→乾燥（→焼却）→処分場に埋立処分。

　　・汚濁物質は汚水処理施設と処分場の間をぐるぐる回る（②）。

　　・遮水シートは劣化していく。

　　・遮水シートは薄い（厚さ1.5ミリメートル）うえ、何枚ものシートを継ぎ合せるため、継ぎ目から破れやすい。不等沈下（④）。

　　・日本遮水工協会「廃棄物最終処分場遮水シート取扱いマニュアル」）には、「遮水シート劣化に対する留意事項」として「遮水シートは時間とともに劣化が進行するので、定期的に露出部の遮水シートの抜き取り検査を実施して、劣化状況を把握し、必要に応じて貼り直すことも考慮しておく必要があります」と記されている（③）。
　　・センター：「シートの耐用年数は、工事期間の47年（埋立期間37年＋監視期間10年）くらいはもつ→工事期間が過ぎれば遮水は保証できないということ
　　・ベントナイト混合土も汚水を通す（透水係数は一年間に32ｃｍ、いったん水を通すようになると透水係数は増大する）

　　・米国のラヴキャナル事件は埋立が完了した後、25年後に起こった。
　○処分場は土壌汚染地

　・遮断型処分場は「技術上の基準」を決められず。唯一の廃止事例は、取り出して焼却。
　・処分場は土壌汚染地になり、いずれ地下水汚染・大気汚染につながる。
　　汚染の子孫への押し付け、子孫への時限爆弾
　・農用地土壌汚染防止法（1970年）はカドミウム・銅・砒素だけ、しかも殆ど水田だけ。
　　土壌汚染対策法（2002年）の対象は殆ど水質汚濁防止法の特定施設の跡地だけ。
　・土壌環境基準(環境基本法)は処分場及び処分場跡地には適用されない。
　・跡地利用は地主の自由。県の台帳に記載されるだけ。

　　センター：埋めた廃棄物も雨水等で悪いものは流され普通の土のようになる
→土にも排水にも含まれなければ汚濁物質はどこに行くのか？

　○資源循環でなく汚染循環

　・水銀については水質汚濁の基準はあるが、大気汚染の基準はない。
煙突から自由に排出できる。
　・大気・水質・土壌のすべてにわたって基準があるのはカドミウムだけ（表１）。
　・大気汚染-水質汚染-土壌汚染をぐるぐる回して、測定をくぐりぬけているだけ
 (2) 汚染防止の社会システム―-汚染循環型社会から資源循環型社会に変えるには
　 ① 生産物を変える
　 ② 回収型リサイクルを進める
      回収しない限りは環境汚染
　 ③ 処分場を永久監視する
　 ・ドイツでは処分場跡地7万箇所、工場跡地17万箇所を永久監視。
　  ・「有害物質」、「有害廃棄物」とは？
　 ④ 産廃について公共管理を実現
　　・廃棄物処理法は「事業者責任＝事業者任せ」にしている→安きに流れる
　　・デンマークのコミネケミ
　　・産廃の事業者責任は「事業者任せ」では実現しない。「公共管理かつ事業者負担」に
すべき。

⑤ 一廃について拡大生産者責任(ＥＰＲ)を実現
３. 拡大生産者責任（ＥＰＲ）とは何か
  ・独デュアルシステム、仏エコアンバラージュ、容器包装リサイクル法(表２)
・Extended（拡大された）Producer（生産者）Responsibility（責任）の略 

・94年OECD内にＥＰＲプロジェクトが発足
「拡大生産者責任とは、消費後の段階で、生産者が生産物(より適切に言えば、生産物によって発生した廃棄物)に対して負う責任を指す」。
・ＥＰＲの本質（Framework, 1998）
The essence of ＥＰＲ is who pays for, not who physically operates, the waste management system.( ＥＰＲの本質は「廃棄物の処理費を誰が負担するか」であり、「誰が物理的に処理するか」ではない)
  ・ＥＰＲのCore（核心）
　　Internalization of environmental costs into product prices（環境コストを製品価格に内部化すること）
４. ＥＰＲを骨抜きにした日本の循環型社会創り

・国の主張…「事業者が引き取ってリサイクルすればＥＰＲが実現する」。
・容器包装リサイクル法……①事業者負担が軽すぎる ②再使用優先の仕組みがない
・家電リサイクル法……①生産者の努力が十分に引き出せない　②不法投棄　　　
・ＥＰＲが実現しているのはヨーロッパ。
日本では、ＥＰＲの意味が政府により歪曲されて伝えられている(５頁英文資料)
・なぜ、再使用優先の仕組みがないのか？
・ＥＰＲの骨抜きにより、不法投棄が激増→全国の山林が環境汚染源に。
・市町村単位でも「適正処理困難物」(廃棄物処理法３条２項)を適用すれば事業者に処理させることができる。単独で困難なら広域に連携して行えばよい。国分寺市
・ＥＰＲを実現するための手法
　　○メーカーが回収・リサイクル/処理する制度の追求
      デポジットは回収を確実にする。
　　　ＥＵでは無料引き取りの原則(Free take back Principle)
　　○自治体が適正処理困難物に指定し、メーカーが回収・リサイクル
○大山の天然水の元はブナ林
　拡大造林をしなかった。

　岩手県岩泉町で家具づくり
　高知県十和村（栗、炭、シイタケ栽培）

　　　　　　　図１　廃棄物処分場の三種類の構造基準
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	表1. 日本における有害金属の法律に基づく規制

	汚染　種類
	法律
	規制対象
	ｶﾄﾞﾐｳﾑ
	鉛
	六価 ｸﾛﾑ
	砒素
	水銀
	銅
	亜鉛
	ｸﾛﾑ
	ｾﾚﾝ

	大気
	大気汚染防止法
	ばい煙発生施設
	○
	○
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	水質
	水質汚濁防止法
	特定施設
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	　

	土壌
	農用地土壌   
汚染防止法
	農用地(殆ど水田)＊1
	○
	　
	　
	○
	　
	○
	　
	　
	　

	
	土壌汚染対策法
	水質汚濁防止法の　　　特定施設に係る跡地＊2
	○
	○
	○
	○
	○
	　
	　
	　
	○


出所：拙著『日本の循環型社会づくりはどこが間違っているのか？』(合同出版,2009)
　　　　　　　　表２．独・仏・日の容器包装リサイクル費用負担比較
	   国
	回収・保管費用
	リサイクル費用

	ドイツ
	事業者
	事業者

	フランス
	自治体＊1,*2
	事業者

	日本
	自治体
	事業者


*1 事業者から自治体への助成金がある。
*2 分別収集されたものは全量事業者が買い上げる。
ＯＥＣＤ ＥＰＲプロジェクト中間報告(Washington Waste Minimization Workshop,96年)
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